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検討のプロセス 

今後10年間 
の課題 

【外部環境】 
 ・人口減少、少子高齢化 
 ・金融緩和政策の継続 
 ・FinTech等の技術進展 

【内部環境】 
 ・営業人員の減少 
 ・資金利益の減少による収益の低下 
 ・リスクウェイト見直しによる自己資本比率の低下 

2018年度 2027年度 2022年度 2020年度 
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～都市型地銀としての持続的成長～ 

✔ 財務基盤の確立 
✔ 経営資源の集中投下 
✔ 営業力の強化 
✔ 経営・業務効率の改善 
✔ 人材育成 

5年後の目指す姿 

  ・生産性の向上 

    ⇒行員1,000人体制による 

     コア業務純益48億円の達成 

第17次中期経営計画 
「中京アクションプラン１７」 

持続的な 
成長 



第１７次中期経営計画の概要 

１．名称 第１７次中期経営計画「中京アクションプラン１７」 

２．テーマ 都市型地銀としての更なる成長へ 

３．期間 ２０１８年４月１日～２０２１年３月３１日（３年間） 

４．基本戦略 

営業力の強化 

自己啓発を主体とした人材育成、相談力の向上・
目利き力・コンサル力の強化など、行員一人 
ひとりの成長を促す。 

エリア制の導入による営業体制の抜本的な見直しなど、 
効率的・効果的に収益力を強化する。 

生産性の向上 

人材育成 

システム戦略、本部・営業店業務の見直し、行員の 
スキルアップなど、徹底した生産性の向上を図る。 

営業力の 
強化 

生産性の 
向上 
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生産性の

向上

営業力の

強化
人材育成



計数計画 

１．重点項目（ＫＰＩ） 

中小企業向け 
貸出残高 

融資事業先数 投資信託残高 

2017年度 
（実績） 

2020年度 
計画 

2.9百万円 

3.3百万円 

パーヘッド 
コア業務純益 

2017年度 
（実績） 

2020年度 
計画 

7,712億円 

8,150億円 

2017年度 
（実績） 

2020年度 
計画 

15,469先 

17,500先 

2017年度 
（実績） 

2020年度 
計画 

669億円 

1,000億円 

２．計数計画 
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【融資事業先数】 

（億円） 

7,400

7,600

7,800

8,000

8,200

8,400

2016年度 2017年度 2018年度 2019年度 2020年度 

7,502  

7,712  
7,860  

8,010  

8,150  

（先数） 

【中小企業向け貸出残高】 

14,000

15,000

16,000

17,000

18,000

19,000

2016年度 2017年度 2018年度 2019年度 2020年度 

14,908  

15,469  
16,100  

16,800  

17,500  



基本戦略～営業力の強化 

【変更前】 

【変更後】 

・全店（特定店5ヵ店を除く）を地域や 
 行政区分をもとに14のエリアに配分。 
・エリア内の店舗が、マーケットに応じて 
 ミッションを明確にした支店運営。 
・狭域高密度の店舗網を最大限に活かし、 
 営業力の強化と生産性の向上を目指す。 

＜ミッションの明確化＞ 

・全ての支店をフルバンキング体制とする組織 
 から、エリアを単位とするフルバンキング体制へ 
 シフトし、効率的・効果的に営業力を強化する。 

・エリア母店以外の支店は規模・マーケットに 
 応じ、Corporate型店舗（C店）、Retail型店舗 
 （R店）、Small型店舗（S店）の3形態に分類。 

ミッションの明確化による 
営業力強化と生産性向上 

エリア制の導入 
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 C店：中小企業および個人のお客さま向けの業務 
 R店：個人のお客さま向け業務 
 S店：個人のお客さまを対象とした店頭営業業務 

本部 

営業本部 

A
支
店
 

B
支
店
 

営業本部 

C
支
店
 

D
支
店
 

営業本部 

F
支
店
 

G
支
店
 

E
支
店
 

H
支
店
 

… … 

本部 

営業本部 

   
 
 

 ◎A支店 
    B支店 

①エリア    
 
 

 ◎C支店 
    D支店 

②エリア 

…
 

◎はエリア内の主管である「エリア母店」 

…
 

… 

営業本部 

   
 
 

 ◎E支店 
    F支店 

③エリア    
 
 

 ◎G支店 
    H支店 

④エリア 

…
 

…
 

… 



基本戦略～営業力の強化 
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エリア制における 
各支店毎のミッション 

≪ポイント≫ 
 ・エリア単位での収益管理（店別の収益目標を廃止） 
 ・エリア内の一時的な人員配置を柔軟に実施 

・エリア傘下の支店の主管店。

・自店エリアの他、エリア内の大企業・中堅企業取引先

　およびＲ店・Ｓ店の事業先を担当。

・エリア母店の支店長が兼務。

・エリア内各店の推進支援を担う。

・エリア全域の職域・富裕層向けの営業。

・キャラバン方式で新規融資事業先を開拓。

・中小企業および個人のお客さま等を対象とした業務に特化。

・個人のお客さまを対象とした業務に特化。

・個人のお客さまを対象とした店頭営業業務に特化。

個人のお客さまに特化した
きめ細かい対応

エ
リ
ア

中小企業・個人のお客さまに
特化したきめ細かい対応

専任担当者による
新規融資事業先開拓

高度な専門知識活用による
資産運用商品販売

Small型店舗（S店）

Retail型店舗（R店）

Corporate型店舗（C店）

エリア母店

エリア長

エリア統括次長

エリアFA（ファイナンシャルアドバイザー）

エリア新規専任担当者

大企業・中堅企業
取引の知見活用

大企業・中堅企業

取引の充実

資産運用商品の

販売強化

新規融資事業先の

獲得強化

中小企業向け貸出

の強化

個人取引の強化



基本戦略～営業力の強化 

【主要施策】 

 ・創業期・成長期・安定期・ 

  低迷期・再生期など、企業へ 

  ライフステージ別に提案。 

 ・事業承継、海外進出支援等の 

  ニーズ先への提案。 

 ・目利きを活かした融資 

【主要施策】 

 ・７エリアに新規融資事業先 

  開拓の専任担当である 

  エリア新規専担者を配置。 

 ・渉外行員の新規活動量の増加。 

 ・エリア内の相互紹介の活性化。 

【主要施策】 

 ・投信・保険ナビシステム 

  の導入による営業の効率化、 

  均質化。 

 ・ＦＡをエリア毎に配置し、 

  販売力を強化。 

 ・ストック収益の増強のため、 

  コア商品等の販売を強化。 

中小企業向け貸出の 

強化 

 

新規融資事業先の 

獲得強化 

 

資産運用商品の 

販売強化 

エリア制の導入により、 
各々のミッションを明確にした営業体制の構築 
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 エリア母店・Ｃ店・特定店 

 の渉外行員 

 エリア新規専担者 

 エリア母店・Ｃ店・特定店 

 の渉外行員 

 エリア新規専担者 

 全店舗の渉外行員・内部行員 

 エリアＦＡ・シニアＦＡ 



基本戦略～生産性の向上 

１．営業店内部行員 ２．営業店渉外行員 

３．本部行員（企画・管理） ４．本部行員（営業） 

・預金係・貸付係のマルチ 

 スキル（多能）化の促進。 

・少人数体制の実現のため、 

 エリア内で人員を相互補完。 

・システムサポートによる 

 効率化や事務の本部集中 

 による内部事務の削減。 

・投信・保険ナビシステムなど 

 システムサポートによる効率化。 

・稟議・格付業務の内部行員への 

 移行による営業時間の拡充。 

・目利き力・コンサル力・相談力 

 の強化によるヒット率の向上。 

・システム対応やＢＰＲによる 

 業務の省力化。 

・会議資料等の削減。 

・エリアＦＡ・シニアＦＡを 

 エリア母店に配置すること 

 による活動域の拡大。 

・エリア新規専担者の増員による 

 新規獲得実績向上。 

 5年後の行員1,000人体制を想定し、本部・営業店の業務見直しにより生産性の向上を図る。 

生産性向上 
による 

営業力強化 

営
業
店 

本
部 

内部事務 営業 
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基本戦略～人材育成 

 全従業員が現行業務の垣根を越えて、さらなるスキル向上に取り組む。 

１．自己啓発を主体とした人材育成 

２．相談力の向上、目利き力、コンサル力の強化 

「ビジネスマッチング」「事業承継・Ｍ＆Ａ」「海外進出支援」を重点推進項目と 
して、営業力強化を図る。 

行員の「マルチスキル（多能）化」と「営業力の強化」に向けた学習環境の整備、営業
推進研修の取組みを強化する。 

・コンサルティング機能を強化するための専門講座の受講者を拡大。 
・専門知識を有する本部営業担当者の同行訪問などにより実践力を強化。 
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自宅用ｅラーニングシステム 自宅や通勤途中など場所や時間に制限されない業務の習得。 

スキルマップシート 行員の保有スキルを「見える化」し、苦手分野を克服。 

トワイライトセミナー 若手行員を対象とした自由参加型の勉強会の開催。 



ＥＳＧへの取組み 

 「環境・社会課題への対応」と「持続的成長」を両立すべく、ＥＳＧに配慮した経営を 
 目指す。 

Ｅ 

Ｓ 
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✔Ｅnvironment（環境）･･････環境への配慮・地球環境に対する取組み 
✔Ｓocial（社会）･･･････････社会的な課題の解決に向けた取組み 
✔Ｇovernance（企業統治）･･･お客さま・株主さま・従業員等のステークホルダーに対する取組み 

地球温暖化 

【エコ定期による寄付金額】 ５百万円 

Ｓ 

Ｓ 

Ｇ 
コーポレートガバナンスの変化に対応した経営 

地域経済の活性化 

働き方改革・ダイバーシティ 健康・福祉 

【融資事業先数】 １７，５００先 

※KPIは2018年度～2020年度、 
 もしくは2021年3月末。 

【女性管理職の比率】 １６．５％ 【福祉応援定期による車椅子の寄贈台数】 ５４台 

募集総額の一定割合の寄付を行うエコ定期預金の

取扱いにより預金残高の増加を図る。 

事業性評価等による中小事業者への資金供給に

より取引基盤の拡大を図る。 

女性行員の活躍促進、働きやすい職場を醸成 

することにより生産性の向上を図る。 

募集総額の一定割合の寄付を行う福祉応援定期 

預金の取扱いにより預金残高の増加を図る。 

【施策とＫＰＩ】 



 本資料には、業績に関する記述が含まれていますが、こうした記述は将来の業績を 
 保証するものではなく、リスクや不確実性を内包するものです。 
 将来の業績は、経営環境の変化等により、異なる可能性があることにご留意下さい。 

 


